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第１章 変更の内容

第１ 地域及び地積

１．地　域

２．地　積
（単位：ha）

増 －
78.9 0.0 0.0 0.0 0.0 78.9 78.5 0.0 0.0 0.0 0.0 78.5 減 0.4

計
増 －

78.9 0.0 0.0 0.0 0.0 78.9 78.5 0.0 0.0 0.0 0.0 78.5 減 0.4
計 0.0

第２ 主要工事計画

管水路　鳥栖南部線 Ｌ＝ 3,890 ｍ Ｌ＝ 3,890 ｍ ｍ

揚水機場　鳥栖南部揚水機場 Ｎ＝ 1 ヶ所 Ｎ＝ 1 ヶ所 0 ヶ所

変更前 変更後 増減

0

工　種

変　更　前 変　更　後

佐賀県鳥栖市 佐賀県鳥栖市

鳥栖市

計

増減
その他 計

変更後

田 畑 原野 山林
市町村名

現況地目

田 畑

変更前

原野 山林 その他 計



第３ 事業費
（単位：千円）

第４ 予定工期

変更前 変更後

Ｈ．２３～Ｈ．２９ Ｈ．２３～Ｒ．８

91,000 9,000 43,183

変　更　前 変　更　後

827,000 1,022,183 195,183 52,000

増減
増減の内訳

自然増 工法変更 事業量変更 その他



第２章 変更を必要とする理由

 　本地区は、平成23年度に着工し、管水路工を実施中である。
　管埋設に当たり、水位が高く軟弱な地盤であることから安定的な掘削勾配が取れず、崩落防止のため土留工を追加す
る必要があること、一般交通や農地への進入路を確保するため仮設道路が必要であること、また、家屋調査対象施設が
増となったことにより、事業費の変動が計画変更要件に該当し、変更の手続きが必要となった。



第３章 変更後の計画概要

第１ 目　的

第２ 地域の所在及び現況

１．地　域

佐賀県鳥栖市（幸津町・轟木町・真木町）

２．地　積

78.5 0.0 0.0 0.0 0.0 78.5

78.5 0.0 0.0 0.0 0.0 78.5

　本地区は佐賀県東部に位置しており、米、麦、大豆を中心とした土地利用型農業の他、イチゴ、アスパラ等の都市
近郊作物や菓子メーカーとの契約栽培でバレイショが作付されている。
　農業用水は、河川からの取水に依存しており、小規模な干ばつ時でも農業用水が不足し、営農に支障を来してい
る。このため、農業用水の安定供給を目的とし、「国営筑後川下流土地改良事業」や「県営かんがい排水事業（鳥栖
地区）」により基幹施設の整備が行われている。
　本地区はこれら基幹施設の末端に位置しており、基幹施設と併せて末端施設(パイプライン)を整備することで農業
用水の不足を解消し、水田農業の安定と確立及び、地域の中心となる経営体への農地集積を図り、地域農業の持続的
な発展を図ることとしている。

現況地目

市町村名
田 畑 原野 山林 その他 計

鳥栖市

計



３．現　況

第３ 基本計画

１．一般計画

（１） 用水計画

（２） 一般計画

　環境及び景観については、鳥栖市田園環境マスタープラン（H16.6策定）において、本地区は環境配慮区域に位置
することから、周辺環境や生態保全に配慮した整備計画とする。
　主要工事は、管水路（パイプライン）であり、現況の道路内への地下埋設がほとんどであることから生態系や景観
形成等への影響は少ない。また、本地区近隣における生物調査では本事業により影響を受ける保全対象生物は確認さ
れなかったことから事業による影響はほとんどないと思われる。
　なお、工事期間中に使用する建設重機は排出ガス対策型とし、保全対象生物が確認された場合は、速やかに関係機
関と協議を行い移植・保護に努める。

　本地区は、鳥栖市の南部に位置しており、水田を中心とした近郊農業が盛んな農業地域である。また、筑後川下流
土地改良事業の受益地となっており、佐賀揚水機場から取水した農業用水を送水するため、基幹水路を整備すること
と併せ、本事業により末端施設（パイプライン）を整備し、農業用水の安定供給や、担い手への面的農地集積を促進
し、持続的な地域農業の発展を図る。

　本地区は、佐賀県の東部に位置し、一級河川筑後川水系安良川左右岸に広がる標高８～９ｍの平坦農地であり、地
域内外を流れる安良川水系に依存し、米・麦・大豆等を中心とした土地利用型農業やアスパラ・イチゴ等の施設園芸
が展開されている。しかし、不安定な河川からの取水であるため、小規模な干ばつにおいても農業用水が不足し、営
農に支障を来している。



第４ 工事又は管理の要領

１．工事の要領

　事業実施機関と工事施工者及び鳥栖市・鳥栖市土地改良区が、連携し工事の円滑な推進を図る。
受益面積 A=78.5ha
農業用水路

揚水機場 １ヶ所（φ250×37kW　2台、φ125×11kW　1台）

２．管理の要領

　事業で造成された施設は、鳥栖市が管理を行う。

第５ 換地計画の要領

　該当無し

第６ 費用の概算

事業費 千円

事務費 千円

　　計 千円1,022,183

1,001,923

20,260

L=3,890ｍ（管水路：DCIPφ500～φ250　L=1,884ｍ
                   VP　φ300～φ150　L=1,978ｍ
　　　　　　　　　 PE　φ150　　　　 L=　 28ｍ）



第７ 効　用

95,065 67,875

4,972 -

47,127 47,127

△ 4,594 △ 4,594

18,770
161,340 110,408

（参考）
・総費用総便益比＝総便益4,318,999千円／総費用3,779,410千円＝1.14

総便益は、事業期間＋評価期間（40年間）で発生する事業による効果額の合計
総費用は、本事業費とこれに関連した施設の整備費で評価期間（４０年間）の施設更新費含む

第８ 他の事業との関係

国営筑後川下流土地改良事業 Ｓ．５１～ Ｈ．２３
水資源開発機構営筑後川下流用水事業 Ｓ．５４～ Ｈ．９
県営かんがい排水事業　鳥栖地区 Ｓ，６０～ Ｈ．２３

第９ 計画概要図及び一定地域（受益又は施工地域）図

別添位置図
別添一般計画平面図

　本地区は、かんがい用水を安定的に供給するための国営筑後川下流土地改良事業及び水資源開発機構筑後川下流用
水事業を関連事業とし、相互に補完する関係にある。

営農経費節減効果

維持管理費節減効果

国産農作物安定供給効果
計

効　果　項　目 年増加農業所得額

（単位：千円）

作物生産効果

品質向上効果

年総効果（便益）額
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（様式２）

地域を記載した書面

筆　数 面　積 筆　数 面　積 筆　数 面　積 筆　数 面　積

田 78 筆 7.71 ha 352 筆 46.57 ha 310 筆 24.23 ha 740 筆 78.51 ha

畑 － 筆 － ha － 筆 － ha － 筆 － ha － 筆 － ha

樹園地 － 筆 － ha － 筆 － ha － 筆 － ha － 筆 － ha

山林･原野 － 筆 － ha － 筆 － ha － 筆 － ha － 筆 － ha

小計 78 筆 7.71 ha 352 筆 46.57 ha 310 筆 24.23 ha 740 筆 78.51 ha

道路 － 筆 － ha － 筆 － ha － 筆 － ha － 筆 － ha

水路 － 筆 － ha － 筆 － ha － 筆 － ha － 筆 － ha

小計 － 筆 － ha － 筆 － ha － 筆 － ha － 筆 － ha

78 筆 7.71 ha 352 筆 46.57 ha 310 筆 24.23 ha 740 筆 78.51 ha 78.5 ha

公
（
共
）
用
地

合　計

民
有
地

地　域　を　記　載　し　た　書　面

区 地目

鳥栖市（幸津町） 鳥栖市（轟木町） 鳥栖市（真木町）

合　計
備　考



（様式３）
県営土地改良事業(水利施設整備(農地集積促進型))鳥栖南部地区によって造成された施設の予定管理方法等

１． 管理者

鳥栖市（譲受者）

２． 管理すべき施設の種類

（１） 農業用水路工 パイプライン DCIP、VP、PE Ｌ＝ ｍ

計 Ｌ＝ ｍ

（２） 揚水機場 1 ヶ所 （ 37  kW × 2  台 )主ポンプ　（φ250）
（ 11  kW × 1  台 )保圧ポンプ（φ125）

計 1 ヶ所

３． 取水又は排水に関する基本的事項

（１） 用水路工 管水路L=3.9km （DCIPφ500～250mm、VPφ300～150mm、PEφ150mm）

（２） 揚水機場 37kW×2台（φ250）　11kW×1台（φ125）

（３） 排　水 該当なし

3,890

3,890



４． 管理に要する費用の概算及びその負担

(千円) (千円)

3 千円/10a

3     千円/10a

５． その他管理方法に関する基本的事項

なし

63,640

52,440 30

11,200 20

　　　管水路

計

2,308

560

1,748

2,308

施設管理費

(内訳)揚水機

10a当り
平均負担額

備考
耐用期間
の合計額

耐用年数
年間経費の概算

区分 金額

63,640 -



(様式４）
県営土地改良事業(水利施設整備(農地集積促進型))鳥栖南部地区における事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準

１． 総事業費の予定額

　工事費 1,001,923 千円 …（工事雑費 16,923 千円含）

　事務費 20,260 千円

　計 1,022,183 千円

２． 事業費の分担区分の予定
単位：千円

鳥栖市 受益者

100% 50% 25% 25% 0%

985,000 492,500 246,250 246,250 0

100% 0% 100% 0% 0%

16,923 0 16,923 0 0

100% 0% 100% 0% 0%

20,260 0 20,260 0 0

100% 50% 25% 25% 0%

1,022,183 492,500 283,433 246,250 0
付記

(1)　 総事業費は物価の変動により、多少の増減はあるものとする
(2)　 国庫補助の対象とならない経費及び本事業推進上特に必要な経費は受益者負担とする。

３． 地元負担の予定基準

計 比率金額

工事雑費 比率金額

　受益者分担金は、県営土地改良事業（県営かんがい排水事業（農地集積促進型）鳥栖南部地区の施行に係
る地域を区域とし鳥栖市が負担する。

事務費 比率金額

国庫 県費 備考

比率金額工事費

分担金
総事業費



４－１． 特別徴収金について（農地転用に係わるもの）

４－２． 特別徴収金について（開田に係わるもの）

該当無し

　この土地改良事業の施行に係わる地域内の農地が本事業の工事完了の日の属する年度の翌年度（その年度
の到来する以前の知事が年度を指定する場合にあたっては当該指定に係わる年度）から起算して８年を経過
しない間に転用されたことにともない、この事業に要した国、県費相当分のうち当該転用農地に係わるもの
を返還する場合は、鳥栖市土地改良区の定款に定めるところにより当該転用農地につき、土地改良法第３条
に規定する資格を有する者から賦課金（分担金）を徴収する。


